
公益社団法人

東京都医師会

埼玉県医師会 災害対策講演会

令和5年12月1日

・東京都の災害医療体制について

・東京都医師会の取り組みと今後

東京都医師会 救急災害担当理事

新井悟



公益社団法人

東京都医師会

１．東京都の新たな被害想定（2022/5/25）

2．東京都の災害医療体制策定までに至る経緯

3．東京都の災害医療体制
（災害時医療救護活動ガイドライン 第２版 2018） 改定中

4．東京都医師会の取り組み

5.東京消防庁、自衛隊の対応

本日の内容
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東京都医師会

東京都の新たな被害想定
～首都直下地震等による東京の被害想定～

令和4（2022）年5月25日

東京都防災会議
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東京都医師会新たな東京の被害想定の対象とした地震
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東京都医師会

最大被害
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東京都医師会
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東京都医師会東京における被害想定（都心南部直下地震 M7.3）

震度分布



1995.1.17
阪神・淡路大震災

倒壊

都市型の震災
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東京都医師会東京における被害想定（都心南部直下地震 M7.3）

82119棟



火災
1995.1.17
阪神・淡路大震災

都市型の震災
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東京都医師会東京における被害想定（都心南部直下地震 M7.3）

112232棟



都心南部直下地震（M7.3）

死者 6148人

揺れ 3666人
火災 2482人

避難者   299万人

帰宅困難者 453万人

負傷者 93435人

重傷者 13829人

揺れ 83489人
火災 9947人



公益社団法人

東京都医師会新しい被害想定と都内の医療資源

重傷者 13829人

災害拠点病院 83病院

重傷者 13829人

消防庁救急車 271台

＝167人/1病院

＝51人/1台

（2023年4月1日現在）

ちなみに 新型コロナ流行前の2019（令和元）年

救急活動は 1日平均2,263件、1隊1日平均8.5件
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東京都医師会東京都の災害拠点病院、災害拠点連携病院
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東京都医師会負傷者・重症者

負傷者数 93435人

23区 84965人 うち重症者 12865人

多摩地区 8470人 うち重症者 963人

重症者数が1000人を超える5区

重症者 災害拠点病院 病床数

江東区 1244人 4 1776

江戸川区 1106人 3 1134

足立区 1318人 4 952

大田区 1354人 5 2505

世田谷区 1212人 3 1085
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東京都医師会

避難行動要支援者の死者数 3915/6148人（64％）

23区 3629/5722人（63％）

多摩地区 286/426人（67％）

避難行動要支援者の死者数が都内全体で総死者数の6割を超える。

死者数 6148人中

新しい被害想定では、負傷者・重症者のうちの避難行動要支援者の想定数は示されて
いない。
適切な救護が行われないと状態が悪化して死者数が増加することが危惧される。
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東京都医師会

H7（1995）,1,17 阪神淡路大震災

H8,2,26 東京都災害医療運営連絡会設立

H8,3,29 東京都災害医療運営連絡会が災害時医療救護活動マニュアルを作成

H8,4 阪神・淡路大震災を契機とした災害医療体制のあり方に関する研究会報告書

H8,5,10 災害時における初期救急医療体制の充実強化ついて 局長通達

H9,8,6 衛生局：「災害時における透析医療活動マニュアル」を発表。

H9,8,29 東京都防災会議（総務局）：「東京における直下地震の被害想定に関する調査報
告書」

H9,9,1 東京都総合防災訓練

H10,3,30 東京都防災会議（総務局）：「都地域防災計画（震災篇」）」を修正

H10,7,14 障害者震災対策検討委員会：「障害者震災対策検討委員会報告書」

H11,2,4 総務局：「第7次震災予防計画」を発表。

H16 東京DMAT発足

H17 日本DMAT発足

東京都の災害医療体制に至る経緯



災害拠点病院

DMAT

被災地

被災地外

沖縄

避難所

後方搬送

後方医療機関医療救護所

広域搬送

その他の病院

ト
リ
ア
ー
ジ

傷病者

「医療救護所を起点とし、
災害拠点病院を中心とする流れ」

阪神淡路大震災以後～東日本大震災までの災害医療体制
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東京都医師会

東日本大震災の教訓
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東京都医師会東日本大震災を振り返って

発災～超急性期（約72時間以内）

医療救護所
• 超急性期には患者の誘導が困難（普段けが人は来ない）

• 資材が乏しく中等症・重症には不適⇒搬送が必要、状態安定化が必要

• 搬送は開設者の責任

災害拠点病院
• 患者が集中（本能的）⇒オーバーフロー

• 被災した災害拠点病院もあった

その他の二次救急病院など
• 患者が集中

• 行政的支援がなかった

• 災害拠点病院を補完
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東京都医師会

医療救護所

• 被災地の日常診療の代替、慢性病の治療継続、感染症対策

• フレイル、DVTなど災害特有の疾病対策

巡回医療救護班

• 医療救護所のない避難所

災害拠点病院

• 増加する入院医療の基盤

その他の二次救急病院など

• 災害拠点病院を補完

• 産科、透析など専門的医療の早期復旧が必要

急性期以降

東日本大震災を振り返って



JMAT

DMAT

JMAT

平成平成平成28年（2016）熊本地震
DMAT～医療救護班（JMAT）



JMAT

DMAT

JMAT

被
災
地
J
M
A
T

平成平成平成28年（2016）熊本地震
DMAT～医療救護班（JMAT）
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東京都医師会

１）フェーズ区分の明確化

２）行政区域に応じた体制の整備

３）医療機関・医療救護所の役割分担

４）情報連絡体制

５）医療支援・受援体制

６）搬送体制

７）医薬品・医療資器材の確保

東京都の災害医療体制

災害時医療救護活動ガイドライン 第２版 2018.3



公益社団法人

東京都医師会

旧フェーズ区分
1.初動期

（48時間以内）
2.初動期以降（48時間以降）

新フェーズ区分 0発災直後
（発災～6時間）

１超急性期
（72時間まで）

２急性期
（1週間程度まで）

３亜急性期
（1か月程度まで）

４慢性期
（3か月程度まで）

５中長期
（3か月程度以降）

基本的な
考え方

行政機関
（医療救護所を含む）

外傷治療・救命救急のニーズ

慢性疾患治療、被災者の健康管理など

医療機関

• 主に重症者の収容治療（災害拠点病院）
• 主に中等症者の収容治療（災害拠点連携病院）
• 医療制約を受けるものや災害拠点病院・災害拠点連携病院からの入院患者の受け入れ（災害
医療支援病院）

• 診療継続/医療救護班等の編成（診療所・歯科診療所・薬局など）

被害情報の収集（都・区市町村）

応援医療チーム等による区市町村・医療機関支援（都）

医療救護所の設置・運営（区市町村）

外傷治療・救命救急のニーズ

慢性疾患治療、被災者の健康管理など

１．フェーズ区分の明確化
フェーズ区分を従来の2区分から6区分に細分化して、発災後の状況変化に応じた関係機関の役割分担を明確化
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東京都医師会２．行政区域に応じた体制の整備
• 新たに二次保健医療圏を単位とした災害医療体制を構築

行政区域 実施主体 主な体制

都 都災害対策本部

• 都災害医療コーディネーターを中心とした情報連絡
体制の確保

• 他県等の応援医療チームの受け入れや広域搬送体
制の確保

二次保健医療圏 医療対策拠点

• 地域災害医療コーディネーターを中心とした医療対
策拠点を設置

• 地域災害医療連携会議による医療連携体制の確立

区市町村
区市町村災害対策本部
（医療救護活動拠点）

• 区市町村災害医療コーディネーターの設置

• 災害拠点病院などの近隣地に緊急医療救護所の設
置運営

• 急性期以降の医療救護活動拠点の設置
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東京都医師会３．医療機関・医療救護所の役割分担

医療機関・医療救護所の分類 基本的な役割

災害拠点病院 主に重症者の収容・治療

災害拠点連携病院 主に中等症者の収容・治療

災害医療支援病院 区市町村地域防災計画に定める医療救護活動
（ただし、小児・周産期・精神及び透析医療等は診療継続）

診療所・歯科診療所・薬局等 区市町村地域防災計画に定める医療救護活動
（ただし、救急告示・透析・産婦人科等は診療継続）

緊急医療救護所（～超急性期） １次トリアージ／軽症者の応急処置

避難所医療救護所（急性期～） 避難者の定点・巡回診療（診察、歯科治療、服薬指導等）



東京都災害拠点病院（83病院）

地域災害拠点中核病院

救命センターを有する地域災害拠点病院

地域災害拠点病院



地域災害拠点中核病院
救命センターを有する地域災害拠点病院
地域災害拠点病院
災害拠点連携病院（二次救急病院）

東京都の災害拠点病院（83）と災害拠点連携病院（138）
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東京都医師会超急性期に想定される傷病者の流れ

トリアージ
応急処置

災害拠点病院
収容・治療

災害拠点連携病院

災害拠点支援病院

収容・治療

応急処置・収容・治療

トリアージ

避難所
医療救護所

トリアージ
応急処置

被災地外の医療機関

診療所
トリアージ

応急処置・収容・治療

災

害

現

場

（病院近接地などの）

緊急
医療救護所

広域搬送

トリアージ
応急処置

重症者

中等症者

軽症者



災害拠点病院

区市町村
医療救護活動拠点

災害拠点連携病院 緊急
医療救護所

コーディネーター

診療所

トリアージエリア

地元医療チームの初動

緊急
医療救護所

被災地JMAT
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東京都医師会主な救護所の種別

現場救護所など
（消防などの救助機関が
活動を行う救護所）

医療救護所
（医師が活動を行う救護

所）

救
護
所

避難所医療救護所
（主に、急性期から避難所内に

設置する医療救護所）

緊急医療救護所
（超急性期から医療機関の近接
地等に設置する医療救護所）

発災～
超急性期
のみ
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東京都医師会緊急医療救護所の機能

被災地

被災地外

沖縄

避難所

広域搬送

二次救急病院
災害拠点連携病院など

傷病
者

被災地において、傷病者が医療を受ける起点の一つ
• トリアージを行い
• 重症中等症には安定化処置、軽症者に応急処置
• 中等症・重症者は転送

医療救護所

ト
リ
ア
ー
ジ

災害拠点病院 DMAT

容
態
維
持

（安
定
化
処
置
）

応急
処置

２
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５

４

３
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東京都医師会緊急医療救護所の業務フロー

軽症応急
処置

トリアージ

医療救護所

受付

調剤

応急処置
様態維持
搬送待機

応急処置
様態維持
搬送待機

応急処置
容態維持
搬送待機

災害拠点病院等

１

８ ７

３
２

４ ５ ６

９
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東京都医師会

医師会

医師会
病院と打ち合わせ

必要

病院の門前に設営 （基本形） 病院の近隣に設営

医師会

緊急医療救護所の設置パターン ２つ

搬送



－東京ＪＭＡＴ研修－

公益社団法人

東京都医師会

指揮者

ロジ係り

診療部門
（オペレーション）

運営部門
（ロジスティック）

ト
リ
ア
ー
ジ
班

応
急
処
置
班

調
剤
班

搬
送
班

受
付
誘
導
班

事
務
管
理
班

通
信
班

区市町村

緊急医療救護所の組織図
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東京都医師会４．情報連絡体制

二次保健医療圏
医療対策拠点

東京都
災害対策本部

区市町村
保健衛生主管部

保健医療局、福祉局

区市町村
災害医療

コーディネーター

東京都災害医療
コーディネーター

区市町村
災害対策本部

都職員
中核病院職員
都立保健所等

区市町村リエゾン

地域災害医療
コーディネーター

災害時医療救護活
動拠点

発災から超急性期
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東京都医師会

発災から超急性期は3層構造

コーディネーターの連絡網



公益社団法人

東京都医師会災害時医療救護活動拠点の機能・レイアウト
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東京都医師会情報連絡系統図（原則）

国（厚労省、
内閣府）

東京都
（福祉保健局等）

他道府
県等

他道府
県等

情報連絡系統

日本DMAT

日本赤十字社東京都支部

東京都医師会等
東京

DMAT

医療対策拠点①
（A区・B区）

都内SCU
（羽田・立川・有明等）

医療対策拠点②
（C市他）

B区内災
害拠点病
院①

B区医療
救護活動
拠点

A区医療
救護活動
拠点

B区内災
害拠点病
院②

C市医療
救護活動
拠点

C市内災
害拠点病
院③

C市
医師会等

A区内
支援
病院
②

A区内
連携
病院
①

A区内
支援
病院
①

A区内
診療所
等

A区内
医療救
護所

A区内
連携
病院
②

C市内
連携
病院
④

C市内
連携
病院
③

C市内
支援
病院
③

C市内
診療所
等

C市内
医療救
護所



公益社団法人

東京都医師会情報連絡系統図（例外規定）

医療対策拠点
①

（A区・B区）

都内SCU
（羽田・立川・有明等）

医療対策拠点
②

（C市他）

B区内災害
拠点病院①

B区医療救
護活動拠点

A区医療救
護活動拠点

C市医療救
護活動拠点

C市内災害
拠点病院③

C市
医師会等

A区内
支援
病院
②

A区内
連携
病院
①

A区内
支援
病院
①

A区内
診療所
等

A区内
医療
救護所

A区内
連携
病院
②

C市内
連携
病院
④

C市内
連携
病院
③

C市内
支援
病院
③

C市内
診療所
等

C市内
医療
救護所

（１）（２）

（３）

B区内災害
拠点病院②



公益社団法人

東京都医師会5．医療支援・受援体制

経路別参集拠点

【日本DMAT】

一時参集拠点・・・高速道路のサービスエリア等

暫定的参集拠点（二次医療圏の医療対策拠点7箇所）

【日赤、JMAT、その他の医療チーム】

区市町村医療救護活動拠点に参集する予定

【自衛隊】



公益社団法人

東京都医師会６．搬送体制

搬送区間 陸路 空路 水路

○救急車・庁有車等

○歩行・自家用車・担架
（自助・共助）

○バス等

○回転翼等

○救急車・庁有車等 ○回転翼等 ○船舶

○固定翼・回転翼 ○船舶

（被災地内の）

医療機関

SCUを経由した広域医療搬送

被災現場

医療機関

医療救護所

（被災地域内の）

医療機関

医療救護所

（被災の少ない
都内地域・近隣
の医療機関）



公益社団法人

東京都医師会７.医薬品・医療資器材の確保（基本的考え方）

種別 基本方針

病院、診療所および薬局等 病院と同様に、各医療機関において、医薬品卸売販売業者から調達する

区市町村
（医療救護所・避難所など）

区市町村が医薬品を災害薬事センターに備蓄し、それで不足する場合は、
地区薬剤師会と協力のうえ、地区薬剤師会または医薬品卸業者から調達
する。
調達困難な場合には、都に薬事コーディネーターから調達を要請する。

東京都 協定締結団体から調達、または医薬品集積センターを設置して、都薬剤師
会と協力のうえ、国およびメーカー等からの応援物資を受け入れて区市
町村へ提供する。



公益社団法人

東京都医師会

フェーズ2以降



JMAT

DMAT

JMAT
被
災
地
J
M
A
T



急性期以降における医療救護所の災害医療上の機能

被災地

被災地外

沖縄

避難所 二次救急病院
災害拠点病院など

外傷患者は減り、感染症対策、慢性疾患の対応、DVT予
防などが業務に支援JMATが中心になって運営

避難者の
健康維持

医療救護所

支援JMAT

支援JMAT



公益社団法人

東京都医師会

１．東京都の新たな被害想定（2022/5/25）

2．東京都の災害医療体制策定までに至る経緯

3．東京都の災害医療体制
（災害時医療救護活動ガイドライン 第２版 2018 改定中）

4．東京都医師会の取り組み

5.東京消防庁、自衛隊の対応

本日の内容



公益社団法人

東京都医師会

首都直下型地震発生時

   東京都医師会の業務継続計画(BCP)

令和4年（2022年）改定



公益社団法人

東京都医師会

１．総則
１．１ 目的

１．２ 地震発生時の行動基本方針

１．３ 本計画の所管および改廃

２．被害想定
２．１ 想定する災害

２．２ 想定する事象

３．重要業務

４．災害対応体制
４．１ 参集

４．２ 災害対策本部の設置

（１）設置基準

（２）設置場所

４．３ 災害対策本部の構成と役割

４．４ 災害対応体制の構成・役割

４．５ 参集状況に即した対応体制

４．６ 解散



公益社団法人

東京都医師会

４．２ 災害対策本部の設置

（１）設置基準

・会長が対策本部の設置が必要と判断した場合
・東京都が災害対策本部を設置した場合

（２）設置場所
・会館4階医療トレーニングセンター

・会館内が被災➡本部機能を移転する。（多摩地区、他県医師会）

・日本医師会や地区医師会等が被災➡会館の貸出を検討する。



公益社団法人

東京都医師会

５．１ 災害対応業務
（１）災害対策本部の運営

（２）情報収集

（３）都医療救護班の派遣に係る調整

（４）JMATの受け入れに係る調整

（５）関東甲信越医師会連合会災害時における相互支援

（６）十四大都市医師会災害時における相互支援

（７）遺体検案に係る調整

（８）防疫活動に係る調整

（９）外部の帰宅困難者支援

（１０）役職員等への対応

（１１）会館の復旧

（１２）情報システムの復旧

（１３）その他

５．２ 継続業務
（１）地域医療体制の継続

（２）情報発信

（３）出納業務

（４）東京都リハビリテーション病院の管理運営

（５）東京都新宿東口検査・相談室の管理運営

５．業務実施手順



公益社団法人

東京都医師会

東京都医師会の災害時の支援協定



公益社団法人

東京都医師会

①横浜市

災害対応業務（３）～（８）の概略フローチャート



公益社団法人

東京都医師会東京都医師会の災害時の支援協定

都医療救護班 （医師1名、看護師1名、事務等1名）

都医師会
96班 地区医師会

24班 大学医師会

都立病院機構 26班

日赤東京都支部 32班

災害拠点病院 67班

○都医療救護班： 区市町村➡東京都➡東京都医師会➡地区・大学医師会

○JMAT： 地区医師会➡都医師会



公益社団法人

東京都医師会東京都医師会の災害時の支援協定

関東甲信越医師会連合会（10都県医師会）

災害時相互支援
被災を免れた関東甲信越医師会連合会の医師会に支援を要請

十四大都市医師会（政令市医師会）

災害時における相互支援
亜急性期（発災後1週間～1か月）以降、大都市医師会に支援を要請

札幌市医師会 仙台市医師会

千葉市医師会 東京都医師会

川崎市医師会 横浜市医師会

名古屋市医師会 京都府医師会

大阪府医師会 堺市医師会

神戸市医師会 広島市医師会

北九州市医師会 福岡市医師会



公益社団法人

東京都医師会東京都医師会の今までの救護活動 支援JMAT活動等

発災年月日 災害名称 派遣チーム数 派遣期間 備考

1 2004/10/23
新潟県中越地震
最大震度7 15 10/30～11/5（7日間）

11/8～11/20（13日間） 都医療救護班

2 2007/7/16
新潟県中越沖地震
最大震度6強 8 7/16～7/21（6日間） 都医療救護班

3 2011/3/11
東日本大震災
最大震度7 99 3/19～7/1（105日間） JMAT

4 2013/10/15 大島台風 2 10/23～10/24（2日間） 都医療救護班

5 2016/4/16
熊本地震
最大震度7 11 4/18～4/21（4日間）、

5/1～5/31（31日間） JMAT

6 2018/7 西日本豪雨 8 7/13～7/24（12日間） JMAT



公益社団法人

東京都医師会

平時の研修・訓練

①東京 JMAT研修会（東京都医師会主催）

②東京都区市町村災害医療コーディネーター研修会

③東京都・区市 合同総合防災訓練（年１回）

④二次医療圏地域災害医療連絡協議会（年２回）

⑤二次医療圏災害時図上訓練（年1回）



公益社団法人

東京都医師会東京JMAT研修会

〇平成26年より東京都医師会 独自の研修会として開始（年2回）

実績 平成26年～平成30年前半
9回開催
修了者686人（医師361人）

〇平成30年より日本医師会JMAT研修会（基本編）に準拠した内容に改定

都医のJMAT研修会を履修することで日医JMAT研修会修了の認定が得られる

実績 平成30年後半～令和5年前半
12回開催
修了者614人（医師182人）



公益社団法人

東京都医師会

医師会

①安全対策・救急医療対応への協力要請がくる。
救護所スタッフとして参加。

②想定外のテロ災害に遭遇するかも。
自院の地域で
多数傷病者事故（Mass Casualty Incident：MCI）が生じた場合
➡多数傷病者受け入れ事態

大規模イベント、マスギャザリング救急・災害医療体制



公益社団法人

東京都医師会

●東京マラソン大会

●東京2020オリンピック・パラリンピック大会

●令和天皇 即位礼正殿の儀、祝賀パレード

大規模イベントでの救護活動 研修



公益社団法人

東京都医師会東京マラソン救護記録

2007年第１回以降

心肺停止事案（12件）

全例救命

ランナー19057人

参加 約35000人

救護所受付372人



公益社団法人

東京都医師会有明体操競技場 訓練 （2019/12/19）



公益社団法人

東京都医師会MCI想定訓練 2020/9/5自衛隊中央病院

• 同時多発テロ

• 爆発物

• 化学剤

東京都医師会
世田谷区医師会

参加



公益社団法人

東京都医師会

１．東京都の新たな被害想定（2022/5/25）

2．東京都の災害医療体制策定までに至る経緯

3．東京都の災害医療体制
（災害時医療救護活動ガイドライン 第２版 2018 改定中）

4．東京都医師会の取り組み

5.東京消防庁、自衛隊の対応

本日の内容



東京消防庁の組織と震災時の活動体制



東京消防庁の組織

76



東京消防庁の開庁経緯

77

○ 明治１３年６月１日、内務省警保局に「消防本部」設置
 以来、警視庁所属

○ 終戦後、昭和２３年３月７日、消防組織法施行
警察から分離独立、市町村の管理する自治体消防へ移行

〇 東京消防本部（昭和２３年５月１日、東京消防庁と改称）誕生



東京消防庁の管轄区域

78

管内人口 約 １，３８７万人
管内世帯 約     ７１９ 万世帯
管内面積 約 １，７６９ ｋ㎡

特別区受託区域

令和４年4月1日現在



救急隊配置図 令和元年10月16日現在

救急隊 ２６７隊
救急資格者（司令補以下） ６，８９７人
（うち）救急救命士 2,577人

救急標準課程 4,320人
（救急隊数は令和元年10月16日現在、それ以外は平成31年4月1日現在）



震災消防活動

80



東京消防庁における震災時における態勢

区分 発令基準 配備人員

震
災
配
備
態
勢

１ 都内に震度５弱の地震が発生した時。
２ 地震計ネットワークが震度５弱を示した時。
３ 被害状況により警防本部長が必要と認めた時。

発令時に勤務
している職員
及び所要職員

震
災
非
常
配
備

態
勢 １ 都内に震度５強以上の地震が発生した時。

２ 地震計ネットワークが震度５強以上を示した時。
３ 警防本部長が必要と認めた時。

全職員及び
全消防団員



東日本大震災における東京消防庁の活動
件数 死者 負傷者

火災 ３４件 ０名 ７名

救助 ５７件 ４名 ４９名

緊急確認 ２件 ０名 ０名

危険排除 ４０８件 ２名 ０名

救急搬送 搬送１９５名

１１９番通報の状況
・ １４時４６分から２３時５９分まで
着信件数 １０，３４０件 受付件数 ５，５１５件

・ １５時００分から１５時５９分まで
着信件数 ２，８８１件 受付件数 ５０５件

（参考）平成２２年の１日平均：２，７５９件



震災時の１１９番通報

災害時優先通信

優先電話以外、電話はつながりにくくなる。これは１１９番への通報も同様である。

※優先電話
消防等の災害対応機関、報道機関等、公衆電話 （総務大臣が指定 ）

１１９番の受報

 ・災害救急情報センター ２３区 ⇒ 大手町
多摩地区   ⇒ 立川

・障害等発生時 ⇒ 管轄する消防署



194431棟の建物被害

揺れ 82199棟
火災 112232棟

新しい被害想定（都心南部直下地震）

東京消防庁 消火活動



緊急消防援助隊

85



86



87





その他

89



出動要請は東京消防庁

「震災等大規模災害時における傷病者の搬送業務に関する協定」
９１社１７１台と締結。（令和元年８月１日現在）

民間患者等搬送事業者による搬送



道路啓開

（国土交通省）



緊急自動車専用道路（赤 緑）
緊急自動車（警察、消防、自衛隊等）及び道路点検車
のみ通行可

緊急交通路
緊急自動車のほか、災害対策基本法に基づく標章
を掲示している車両等のみ通行可

（警視庁ＨＰから抜粋）



公益社団法人

東京都医師会

ご清聴ありがとうございました。
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